令和７年度愛媛県中予地方局生活困窮者・被保護者
就労準備支援事業受託候補団体募集要領
１　定義
（１）この要領において「生活困窮者」とは、生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）第３条第１項に規定する者をいう。
（２）この要領において「被保護者」とは、生活保護法（昭和25年法律第144号）第２条に規定する保護を現に受けている者をいう。

（３）この要領において「就労準備支援事業」とは、雇用による就業が著しく困難な生活困窮者（当該生活困窮者及び当該生活困窮者と同一の世帯に属する者の資産及び収入の状況その他の事情を勘案して厚生労働省令で定めるものに限る。）及び被保護者に対し、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う事業をいう。
２　趣旨
愛媛県中予地方局（以下「県」という。）は、生活困窮者自立支援法等に基づき、中予地方局管内の３町（久万高原町・松前町・砥部町）において、複合的な課題があり、生活リズムが崩れている、社会との関わりに不安を抱えている、就労意欲が低下している等の理由で就労準備が整っていない生活困窮者及び生活保護法における被保護者に対して、一般就労に向けた支援を計画的に実施する就労準備支援事業を委託して実施する。
　　この要領は、県から当該事業を受託する団体を企画提案方式により公募するために必要な事項を定めるものとする。
３　対象団体
（１）応募資格
応募することができる団体は、（２）に該当する団体を除く、県内に事業所を有し、県内において１年以上活動している社会福祉法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人、その他県が適当と認める法人格を有する民間団体とする。
ただし、法人格を有しない「協議会」など共同体であって、次のア及びイの要件を満たす団体は、法人格を有することを要しない。

ア　共同体を構成する各団体が明確であり、それぞれが法人格を有すること。

イ　団体間における協定書等において、事故が起きた場合等の責任の所在が明確になっていること。
（２）応募不適格事項

応募しようとする団体（「協議会」など共同体により応募する場合は、当該共同体のそれぞれの団体）が次のいずれかに該当する場合は、応募することができない。
　　①　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する事項がある団体

　　②　県から指名停止の措置を受けている団体

　　③　愛媛県税（個人県民税、地方消費税を除く。）並びに特別法人事業税及び地方法人特別税に未納がある団体

④　法人税、消費税及び地方消費税に未納がある団体

　　⑤　会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等に基づく再生又は更生手続きを行っている団体

　　⑥　暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団の関係者（愛媛県暴力団排除条例（平成22年愛媛県条例第24号）第２条第３号に規定する暴力団員等を含む。）

　　⑦　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体

４　事業内容
事業の内容については「愛媛県生活困窮者・被保護者就労準備支援事業実施要領」（以下「実施要領」という。）のとおりであり、実施要領に規定のない事項については、その都度県と協議して定めることとする。
５　事業実施期間

　　令和７年４月１日から令和８年３月31日まで
６　予算上限額
　　・久万高原町分　4,080,000円（消費税及び地方消費税を含む。）

　　・松前町分　　　5,281,000円（消費税及び地方消費税を含む。）

　　・砥部町分　　　4,877,000円（消費税及び地方消費税を含む。）
　　※　複数の町を実施地域とする場合は、それぞれの町分の予算上限額を合算した額を予算上限額とする。
７　対象経費

　　別表「対象経費」のとおり。
８　受託候補団体の決定
県は、９の提出書類の内容等について、次の評価項目に基づいて審査し、受託候補団体を決定するものとし、審査結果は応募団体に文書で通知する。
	なお、県は、審査の際に必要に応じて説明及び追加資料を求めるほか、ヒアリングを実施する場合がある。
評　　価　　項　　目

	1
	事業目標の設定は適当か

	2
	実施事業に関して公平公正な活動体制の確保は可能か

	3
	事業実施方法やスケジュールの設定は適当か

	4
	事業実施に必要な組織及び人員配置が確保されているか

	5
	事業計画に対し事業費の積算は適当か

	6
	個人情報管理や苦情対応が適切に行えるか

	7
	事業の趣旨を理解し、実施団体としての適性はあるか（総合評価）


９　提出書類

提出書類は次のとおりとし、10の募集期限までに11の提出先に提出するものとする。
なお、事業の実施地域は町を単位とするが、複数の町にまたがる提案も可能とする。

おって、１つの団体が事業の実施地域が異なる複数の企画提案書を提出することも可能とする。複数の企画提案書を作成する場合は、２通目以降の企画提案書については、⑦の書類の添付を省略することができるものとする。
また、製造の請負等に係る競争入札の参加者の資格及び資格審査に関する要綱（平成８年愛媛県告示第192号）第２条に基づき、令和５年度において競争入札参加資格者として認められた団体は、⑦のオからクの書類の添付を省略することができる。
①　令和７年度愛媛県生活困窮者・被保護者就労準備支援事業企画提案書 (別紙１）
　　②　団体概要（別紙２）

    ③　事業計画書（別紙３）
　　④　収支予算書（別紙４）

⑤　所要額内訳書（別紙４－１）

　　⑥　個人情報管理及び苦情対応のために講ずる措置の概要（別紙５）

⑦　その他参考となる書類

ア　団体の定款又は寄附行為、規約、会則等（「協議会」など共同体により応募する場合は、事故が起きた場合等の責任の所在が明らかになっている団体間における協定書等を添付すること。）

   　 イ　役員名簿
　　  ウ　（団体としての）前年度活動報告書及び収支決算書
エ　（当事業を除く）今年度事業計画及び収支予算書
オ　法人の登記事項証明書（提出日前３か月以内に発行されたもの。「協議会」など共同体により応募する場合は、それぞれの団体のものを添付すること。）

カ　印鑑証明書（提出日前３か月以内に発行されたもの。「協議会」など共同体により応募する場合は、それぞれの団体のものを添付すること。）
キ　愛媛県税（個人県民税、地方消費税を除く。）並びに特別法人事業税及び地方法人特別税に未納がない旨の証明書（提出日前１か月以内に発行されたものに限る。「協議会」など共同体により応募する場合は、それぞれの団体のものを添付すること。）

ク　法人税、消費税及び地方消費税に未納がない旨の証明書（提出日前１か月以内に発行されたものに限る。「協議会」など共同体により応募する場合は、それぞれの団体のものを添付すること。）

10　募集期限
　　令和7年3月21日（金曜日）午前12時まで（必着）
　　※持参又は郵送により提出。
11　提出先
（久万高原町、松前町、砥部町での実施を希望する団体）

〒790-8502
松山市北持田町132番地
　　　　　愛媛県中予地方局地域福祉課生活保護グループ（担当：和田）
　　　　　　　　Tel　０８９－９０９－５８１１
　　　　　　　　Fax　０８９－９０９－８３９１
　　　　　　　　E-mail　chu-fukushi@pref.ehime.lg.jp
